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令和７年 5 月 23 日 

理事会 付議 

 

令和６年度 収支決算の概要 
 

 

 

「資金収支計算書」「活動区分資金収支計算書」「事業活動収支計算書」「貸借対照表」 

の概要について説明 

 

 

１ 資金収支決算（前年度決算対比） 

＜表 1＞ 資金収支決算総括表（令和６年度計算書類 1 頁～3 頁の決算額を総括）                      

（単位：千円） 

科  目 令和５年度決算 令和６年度決算 増  減 

前年度繰越支払資金 12 億 97,346 14 億 33,458 1 億 36,112 

資金収入 41 億 99,995 41 億 45,495 Δ54,500 

資金支出 40 億 63,882 42 億 62,089 1 億 98,207 

収支過不足 1 億 36,113 Δ1 億 16,594 Δ2 億 52,707 

翌年度繰越支払資金 14 億 33,458 13 億 16,864 Δ1 億 16,594 

（千円未満四捨五入） 

【主な資金収入科目】 

① 学生生徒納付金収入 16 億 73,740 千円 

（大学 5 億 90,375 千円・短大 4 億 50,568 千円・高校 6 億 32,798 千円） 

前年度収入 16 億 74,624 千円、前年度対比Δ884 千円 

② 寄付金収入 76,623 千円 

（大学 17,438 千円・短大 13,017 千円・高校 46,167 千円） 

前年度収入 88,402 千円、前年度対比Δ11,779 千円 

③ 補助金収入 7 億 15,800 千円 

（大学 85,101 千円・短大 65,219 千円・高校 5 億 65,480 千円） 

前年度収入 7 億 40,464 千円、前年度対比Δ24,664 千円 

 

【主な資金支出科目】 

① 人件費支出 18 億 10,690 千円 

（学校法人 72,679 千円 内退職金 14,259 千円・大学 3 億 86,888 千円 内退職金 3,515 千円・

短大 4 億 53,821千円 内退職金 60,337千円・高校 8 億 97,301 千円 内退職金 45,067千円） 

前年度支出 16 億 47,257 千円、前年度対比 1 億 63,433 千円 

② 教育研究経費支出 6 億 16,295 千円 

（大学 2 億 03,403 千円・短大 1 億 19,337 千円・高校 2 億 93,555 千円） 



1.   事業収支差額＝事業活動収入－事業活動支出
（単位：千円）

全　　体 2,766,341 2,964,422 △ 198,081 △ 8,352 △ 189,729
大　　学 757,453 778,328 △ 20,875 18,709 △ 39,584
短　　大 555,890 633,551 △ 77,661 △ 36,697 △ 40,964
高　　校 1,437,360 1,454,837 △ 17,477 102,473 △ 119,950

学校法人 15,638 97,706 △ 82,068 △ 92,837 10,769
（千円未満四捨五入）

２． 内部留保（減価償却額）
（単位：千円）

全　　体 291,743 284,309 7,434
大　　学 62,710 55,953 6,757
短　　大 66,462 67,236 △ 774
高　　校 160,619 159,214 1,405

学校法人 1,952 1,906 46
（千円未満四捨五入）

３． 自己資金＝正味財産

  資産－負債＝基本金＋繰越収支差額＝正味財産
（単位：千円）

　  　前年度比      

４.　財務比率の推移

6年度 5年度 ４年度 3年度
82.7% 81.9% 82.2% 81.3%
14.3% 14.9% 13.8% 13.0%
85.7% 85.1% 86.2% 87.0%

103.6% 103.9% 104.9% 107.1%
7.5% 6.9% 6.8% 5.8%
9.9% 11.2% 11.1% 2.7%

17.3% 18.1% 17.9% 8.4%

自己資金構成比率 　自己資金の総資金に占める構成割合　（高い値が良い）

流動資産構成比率 　流動資産の総資産に占める構成割合　（高い値が良い）

固定資産構成比率 　有形固定資産とその他の固定資産を合計した固定資産の総資産に占める構成割合（低い値が良い）

固定比率 　固定資産の自己資金に対する割合、土地建物等の固定資産にどの程度自己資金が投下されているか

　資金の調達源泉とその使途とを対比させる関係比率　（低い値が良い）

流動負債構成比率 　流動負債の総資金に占める構成割合　（低い値が良い）

固定負債構成比率 　固定負債の総資金に占める構成割合　（低い値が良い）

総負債比率 　固定負債と流動負債を合計した負債総額の総資産に対する割合　（低い値が良い）

※自己資金＝基本金+繰越収支差額　　総資金＝負債+基本金+繰越収支差額　　総資産＝固定資産+流動資産=資産額合計

５.   経費率・人件費比率と収支率の推移

6年度 5年度 4年度 3年度 2年度
経　費　率 107.2% 100.3% 94.8% 101.8% 101.3%
人件費比率 64.4% 60.8% 59.1% 62.1% 63.8%
(育英大学) 51.0% 48.5% 48.5% 41.5% 54.6%
(育英短大) 74.2% 65.6% 59.8% 66.4% 66.1%
(育英高校) 63.3% 59.7% 58.7% 62.4% 62.0%

事業支出事業収入

自己資金構成比率

固　　定　　比　　率

        9,683,356 - 1,677,422 = 13,108,657+ △5,102,722＝ 8,005,934

流動資産構成比率
固定資産構成比率

6年度
減価償却額

5年度
減価償却額

総　負　債　比　率

（自己資金／総資金）

固定負債構成比率

令和６年度　財　務　分　析

6年度事業活
動収支差額

5年度事業活
動収支差額

対前年比

対前年度比

流動負債構成比率

　200,076千円の減少

（高校人件費／経常収入）

計算式
（事業支出／事業収入）

（総負債／総資産）

（固定負債／総資金）

（短大人件費／経常収入）

（学園人件費／経常収入）

（大学人件費／経常収入）

計算式

（流動資産／総資産）

（固定資産／総資産）

（固定資産／自己資金）

（流動負債／総資金）
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前年度支出 5 億 98,797 千円、前年度対比 17,498 千円 

③ 管理経費支出 2 億 80,273 千円 

（学校法人 22,904 千円・大学 1 億 25,825・短大 34,985 千円・高校 96,558 千円） 

前年度支出 2 億 25,194 千円、前年度対比 55,079 千円 

④ 借入金等返済支出 38,786 千円 

（短大 13,666 千円・高校 25,120 千円） 

前年度支出 49,386 千円、前年度対比Δ10,600 千円 

⑤ 施設関係支出 50,253 千円 

（大学 35,953 千円・短大 11,088 千円・高校 3,212 千円） 

前年度支出 74,238 千円、前年度対比Δ23,985 千円 

※ 建物支出：高圧幹線更新工事（大学・短大） 第二飛翔寮改修工事（大学） 

ピアノ練習室他改修工事（高校） 

⑥ 設備関係支出 43,477 千円 

（学校法人 5,998 千円・大学 18,383 千円・短大 1,271 千円・高校 17,825 千円） 

前年度支出 73,776 千円、前年度対比Δ30,299 千円 

※ 教育研究用機器備品支出：220教室 PC 51台（大学） 教員用パソコン 77台 等（高校） 

※ 管理機器備品支出：食堂用食券販売機代 2 台（高校） 

※ 車両：公用車（本部） サッカー部バス・公用車（大学） 

 

 

 

２ 活動区分資金収支計算書 

＜表 2＞ 活動区分資金収支決算総括表（令和６年度計算書類 8 頁～9 頁の決算額を総括） 

（単位：千円） 

科  目  等 金  額 

① 教育活動資金収支差額（本業の収支状況） 22,127 

② 施設整備等活動資金収支差額（施設設備に係る収支状況） Δ1 億 37,783 

③ その他の活動資金収支差額（借入金・現預金等の収支状況） Δ938 

支払資金の増減額 （①+②+③） Δ１億 16,594 

（千円未満四捨五入） 

【資金の増減額】 

※ 活動区分ごとの資金の流れ（キャシュフロー）を計算した当年度資金収支の増減額は、１億

16,594 千円のマイナスとなった。それに対し前年度決算の増減額は、１億 36,113 千円であ

り、前年度に比べ 2 億 52,707 千円減少した。 

 

 

 

３ 事業活動収支決算（前年度決算対比） 

＜表 3＞ 事業活動収支決算総括表（令和６年度計算書類 10 頁～13 頁の決算額を総括） 
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                                   （単位：千円） 

科  目 令和５年度決算 令和６年度決算 増  減 

教育活動収支差額 Δ27,698 Δ2 億 14,100 Δ１億 86,402   

教育活動外収支差額 Δ2,340 Δ2,855 Δ515   

経常収支差額 Δ30,038 Δ2 億 16,954 Δ1 億 86,916 

特別収支差額 21,687 18,873 Δ2,814   

基本金組入前収支差額 Δ8,352 Δ1 億 98,081 Δ1 億 89,729 

基本金組入額合計 Δ1 億 36,547 Δ1 億 55,034 Δ18,487 

当年度収支差額 Δ１億 44,899 Δ3 億 53,115 Δ2 億 08,216 

前年度繰越収支差額 Δ46 億 04,709 Δ47 億 49,608 Δ１億 44,899 

翌年度繰越収支差額 Δ47 億 49,608 Δ51 億 02,723 Δ3 億 53,115   

（千円未満四捨五入） 

 

【主な収支差額】 

① 経常収支差額 Δ２億 16,954 千円（教育活動収支差額+教育活動外収支差額）経常的な収

支バランスはマイナス。 

（学校法人Δ81,897 千円・大学Δ20,901 千円・短大Δ78,713 千円・高校Δ35,444 千円） 

前年度決算Δ30,038 千円、前年度対比Δ１億 86,916 千円 

 

② 基本金組入前収支差額 Δ1 億 98,081 千円（経常収支差額+特別収支差額）経常収支差額に

特別収支差額（施設設備寄付金・補助金、資産処分等の臨時的な収支）を加えた収支バラ

ンスはマイナス。学生生徒等納付金他、教育活動収入が前年度より若干減少（15,250 千円）

し、教育研究経費及び管理経費等の教育活動支出が（１億 71,141 千円）前年度より大幅に

支出超過している。その原因は県の人事院勧告に伴う人件費の増額、物価の高騰、学生募

集の為大学強化指定クラブに必要な設備等に関わる先行投資などにより、予算外の出費が

多かった為支出が大幅に超過してしまった。下記のとおり各部門の基本金組入前収支差額

は、すべてマイナス計上となっている。今後厳格な予算管理を徹底し、財政基盤の安定化

を図る必要があると考える。 

（学校法人Δ82,068 千円・大学Δ20,875 千円・短大Δ77,661 千円・高校Δ17,478 千円） 

前年度決算Δ8,352 千円、前年度対比Δ1 億 89,729 千円 

 

 ③ 基本金組入額合計 Δ1 億 55,034 千円 

   （学校法人Δ2,659 千円・大学Δ58,114 千円・短大Δ37,701 千円・高校Δ56,559 千円） 

   前年度決算Δ１億 36,547 千円、前年度対比Δ18,487 千円 

 

④ 当年度収支差額 Δ3 億 53,115 千円（基本金組入前収支差額+基本金組入額） 

（学校法人Δ84,727 千円・大学Δ78,989 千円・短大Δ115,363 千円・高校 74,037 千円） 

   前年度決算Δ１億 44,899 千円、前年度対比Δ2 億 08,216 千円 
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４ 貸借対照表 

＜表 4＞（令和６年度計算書類 19 頁～20 頁を総括） 

   資産の部                             （単位：千円） 

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

固定資産 82 億 94,348 85 億 27,401 Δ2 億 33,053 

流動資産 13 億 89,009 14 億 88,326 Δ99,318 

資産の部合計 96 億 83,357 100 億 15,728 Δ3 億 32,371 

負債の部           

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

固定負債 9 億 55,123 11 億 19,485 Δ１億 64,362 

流動負債 7 億 22,299 6 億 90,232 32,067 

負債の部合計 16 億 77,423 18 億 09,717 Δ１億 32,294 

純資産の部                             

科  目 本年度末 前年度末 増  減 

第 1 号基本金 129 億 22,657 127 億 69,619 1 億 53,038 

第 4 号基本金 1 億 86,000 1 億 86,000 0 

翌年度繰越収支差額 Δ51 億 02,713 Δ47 億 49,608 Δ3 億 53,115 

純資産の部合計 80 億 05,934 82 億 06,011 Δ2 億 00,077 

負債及び純資産の部合計 96 億 83,357 100 億 15,728 Δ３億 32,371 

（千円未満四捨五入） 

 

【前年度対比の増減】 

① 資産の部  固定資産 有形固定資産の建物、構築物等により 2 億 33,053 千円減少。 

      流動資産 現金預金等により 99,318 千円減少。 

② 負債の部  固定負債 長期未払金（リース等）により、１億 64,362 千円減少。 

      流動負債 未払金、預り金等により 32,067 千円増加。 

③ 純資産の部 基本金 第 1号基本金（取得した固定資産の価額） 

 基本金組入により 1 億 53,038 千円増加。 

第 4 号基本金（恒常的に保持すべき資産として文科省の定める額）  

増減なし。 

        翌年度繰越収支差額 3 億 53,115 千円減少。 

        純資産の部合計 2 億 00,077 千円減少。 

      負債及び純資産の部合計 ３億 32,371 千円減少。 

  



（単位：円） （単位：円）

教育活動収支　事業活動収入の部 　 収入の部

科　　　　　目 　予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　異（▲） 科     目 予     算 決     算 差　　　異（▲）

学生生徒等納付金 1,691,020,000 1,673,740,600 17,279,400 学生生徒等納付金収入 1,691,020,000 1,673,740,600 17,279,400

手数料 51,642,000 53,635,700 ▲ 1,993,700 手数料収入 51,642,000 53,635,700 ▲ 1,993,700

寄付金 62,783,000 59,287,542 3,495,458 寄付金収入 76,283,000 76,622,772 ▲ 339,772

経常費等補助金 739,334,000 715,800,495 23,533,505 補助金収入 739,334,000 715,800,495 23,533,505

付随事業収入 88,376,000 112,804,650 ▲ 24,428,650 資産売却収入 0 200,000 ▲ 200,000

雑収入 107,708,000 127,882,184 ▲ 20,174,184 付随事業・収益事業収入 88,376,000 112,804,650 ▲ 24,428,650

教育活動収入計 2,740,863,000 2,743,151,171 ▲ 2,288,171 受取利息・配当金収入 87,000 451,170 ▲ 364,170

教育活動収支　事業活動支出の部 雑収入 107,708,000 127,882,188 ▲ 20,174,188

科　　　　　目 予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　異（▲） 借入金等収入 0 0 0

人件費 1,764,693,000 1,766,756,321 ▲ 2,063,321 前受金収入 134,200,000 130,503,740 3,696,260

教育研究経費 804,292,000 879,920,762 ▲ 75,628,762 その他の収入 1,178,596,000 1,435,137,252 ▲ 256,541,252

管理経費 275,814,000 310,573,623 ▲ 34,759,623 資金収入調整勘定 ▲ 217,454,000 ▲ 181,283,976 ▲ 36,170,024

徴収不能額等 0 0 0 前年度繰越支払資金 1,433,458,390 1,433,458,390 0

教育活動支出計 2,844,799,000 2,957,250,706 ▲ 112,451,706 収入の部合計 5,283,250,390 5,578,952,981 ▲ 295,702,591

教育活動収支差額 ▲ 103,936,000 ▲ 214,099,535 110,163,535

支出の部

教育活動外収支　事業活動収入の部 科     目 予     算 決     算 差　　　　異（▲）

科　　　　　目 　予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　異（▲） 人件費支出 1,800,152,000 1,810,689,648 ▲ 10,537,648

受取利息・配当金 87,000 451,170 ▲ 364,170 教育研究経費支出 553,845,000 616,294,653 ▲ 62,449,653

教育活動外収入計 87,000 451,170 ▲ 364,170 管理経費支出 246,459,000 280,272,722 ▲ 33,813,722

教育活動外収支　事業活動支出の部 借入金等利息支出 2,323,000 3,305,987 ▲ 982,987

科　　　　　目 予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　異（▲） 借入金等返済支出 38,786,000 38,786,000 0

借入金等利息 2,323,000 3,305,987 ▲ 982,987 施設関係支出 19,800,000 50,253,300 ▲ 30,453,300

教育活動外支出計 2,323,000 3,305,987 ▲ 982,987 設備関係支出 44,930,000 43,476,591 1,453,409

教育活動外収支差額 ▲ 2,236,000 ▲ 2,854,817 618,817 資産運用支出 0 13,688,000 ▲ 13,688,000

経常収支差額 ▲ 106,172,000 ▲ 216,954,352 110,782,352 その他の支出 1,308,148,000 1,435,450,459 ▲ 127,302,459

予備費 10,000,000 10,000,000

特別収支　事業活動収入の部 資金支出調整勘定 ▲ 75,134,000 ▲ 30,128,601 ▲ 45,005,399

科　　　　　目 　予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　異（▲） 翌年度繰越支払資金 1,333,941,390 1,316,864,222 17,077,168

資産売却収入 0 0 0 支出の部合計 5,283,250,390 5,578,952,981 ▲ 295,702,591

その他の特別収入 13,500,000 22,738,303 ▲ 9,238,303

特別収入計 13,500,000 22,738,303 ▲ 9,238,303

特別収支　事業活動支出の部

科　　　　　目 予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　異（▲）

資産処分差額 0 3,130,636 ▲ 3,130,636

その他の特別支出 0 734,802 ▲ 734,802

特別支出計 0 3,865,438 ▲ 3,865,438

特別収支差額 13,500,000 18,872,865 ▲ 5,372,865

科　　　　　目 予　　　　　算 決　　　　　算 差　　　　異（▲）

基本金組入前当年度収支差額 ▲ 102,672,000 ▲ 198,081,487 95,409,487

基本金組入額合計 ▲ 64,730,000 ▲ 155,033,607 90,303,607

当年度収支差額 ▲ 167,402,000 ▲ 353,115,094 185,713,094

前年度繰越収支差額 ▲ 4,748,848,508 ▲ 4,749,607,890 759,382

翌年度繰越収支差額 ▲ 4,916,250,508 ▲ 5,102,722,984 186,472,476

（参考）

事業活動収入計 2,754,450,000 2,766,340,644 ▲ 11,890,644
事業活動支出計 2,857,122,000 2,964,422,131 ▲ 107,300,131

資　金　収　支　計　算　書
令和　６年　４月　１日より
令和　７年　３月３１日まで

事　業　活　動　収　支　計　算　書
令和　６年　４月　１日より
令和　７年　３月３１日まで

［予備費］ 10,000,000 18,000,000

学園の令和６年度決算は、本年度５月２３日（金）に開催された理事会において承認可決され、６月６日（金）に開
催された評議員会において了承されました。

令和６年度決算は下記のとおりです。
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付金

61.0%

手数料

2.0%

寄付金

2.2%

経常費等補助

金

26.1%

付随事業収入

4.1%

雑収入

4.6%

収入

人件費

59.7%

教育研究経費
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　　　　（単位：円）

資産の部

科　　目 本年度末 前年度末 増減（▲）

固定資産 8,294,347,832 8,527,401,167 ▲ 233,053,335

　有形固定資産 8,144,469,374 8,344,980,250 ▲ 200,510,876

　　土地 3,164,775,395 3,165,027,015 ▲ 251,620

　　建物 4,081,699,413 4,224,348,216 ▲ 142,648,803

　　構築物 299,614,874 324,396,109 ▲ 24,781,235

　　教育研究用機器備品 250,209,047 272,850,448 ▲ 22,641,401

　　管理用機器備品 29,569,083 34,869,685 ▲ 5,300,602

　　図書 256,875,052 255,335,496 1,539,556

　　車輌 61,726,510 68,153,281 ▲ 6,426,771

　特定資産 73,037,844 116,971,171 ▲ 43,933,327

　　退職給与引当特定預金 72,787,533 116,720,860 ▲ 43,933,327

　　クラブ活動特定預金 250,311 250,311 0

　その他の固定資産 76,840,614 65,449,746 11,390,868

　　権利金 6,000,000 3,000,000 3,000,000

　　電話加入権 1,963,507 1,963,507 0

　　保険積立金 46,700,220 38,375,889 8,324,331

　　出資金 50,000 50,000 0

　　敷金・保証金 449,287 402,000 47,287

　　貸付金 21,200,000 21,200,000 0

　　その他預託金 477,600 458,350 19,250

流動資産 1,389,008,717 1,488,326,366 ▲ 99,317,649

　　現金預金 1,316,864,222 1,433,458,390 ▲ 116,594,168

　　未収入金 52,751,108 36,810,871 15,940,237

　　有価証券 0 0 0

　　前払金 13,254,802 14,614,719 ▲ 1,359,917

　　仮払金 6,138,585 3,442,386 2,696,199

資産の部合計 9,683,356,549 10,015,727,533 ▲ 332,370,984

負債の部

科　　目 本年度末 前年度末 増減（▲）

固定負債 955,123,156 1,119,484,669 ▲ 164,361,513

　　長期借入金 529,357,000 568,143,000 ▲ 38,786,000

　　退職給与引当金 72,787,533 116,720,860 ▲ 43,933,327

　　長期未払金 352,978,623 434,620,809 ▲ 81,642,186

流動負債 722,299,344 690,232,190 32,067,154

　　短期借入金 38,786,000 38,786,000 0

　　未払金 92,195,481 65,251,377 26,944,104

　　前受金 130,797,640 136,644,900 ▲ 5,847,260

　　預り金 460,520,223 449,549,913 10,970,310

負債の部合計 1,677,422,500 1,809,716,859 ▲ 132,294,359

純資産の部

科　　目 本年度末 前年度末 増減（▲）

基本金 13,108,657,033 12,955,618,564 153,038,469

　　第１号基本金 12,922,657,033 12,769,618,564 153,038,469

　　第４号基本金 186,000,000 186,000,000 0

繰越収支差額 ▲ 4,749,607,890 ▲ 4,604,709,124 ▲ 144,898,766

　　翌年度繰越収支差額 ▲ 5,102,722,984 ▲ 4,749,607,890 ▲ 353,115,094
　　　　　純資産の部合計 8,005,934,049 8,206,010,674 ▲ 200,076,625
　　負債及び純資産の部合計 9,683,356,549 10,015,727,533 ▲ 332,370,984

貸   借   対   照   表
令和　７年　３月３１日現在
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～各科目の説明～ 

＜計算書類＞ 

①  資金収支計算書  

資金収支計算書は当該会計年度の諸活動における全ての収入と支出を明らかにし

て、支払資金の顛末を あらわす計算書です。この計算書の特徴は収入と支出を全て

現金預金で行われたものとみなして表示 し、実際には当該年度の現金預金の収支で

はない期末未収入金、前期末前受金、期末未払金などを資金収支の調整勘定として

差引調整計算することで期末現金預金残高を翌年度繰越支払資金として表示する所

に特徴があります。  

 

② 事業活動収支計算書  

事業活動収支計算書は当該会計年度の活動に対応する「事業活動収入」および「事

業活動支出」の内容と、基本金組入後の均衡の状態を明らかにする計算書類です。

この計算書で用いられる「事業活動収入」とは学校法人の負債とならない収入であ

り、「事業活動支出」は実際には現預金の支出を伴わない減価償却額や退職給与引

当金繰入額などを含めた金額となります。 

 

③ 貸借対照表  

貸借対照表は当該年度末時点での資産・負債・基本金・繰越収支差額の内容を明

確にし、学校法人全体の財政状態を把握することを目的としています。 

 

 

＜資金収支＞  

■ 学生生徒等納付金収入 … 授業料・入学金等の在学を条件として義務的 にか

つ一律に納付される収入  

■ 手数料収入 … 入学試験・編転入学試験および各種証明書の発行の際に徴収す

る収入 

■ 寄付金収入 … 金銭等の寄付による収入 

■ 補助金収入 … 国や地方公共団体およびこれに準ずる機関から交付される 

■ 補助金資産売却収入 … 固定資産等の売却にかかる収入 

■ 付随事業・収益事業収入 … 学校法人の補助活動事業、附属事業、受託事業お

よび収益事業などからの収入 

■ 受取利息・配当金収入 … 預金、貸付金、有価証券等の利息や配当金による収

入 

■ 雑収入 … 学校法人に帰属する上記の各収入以外の収入  



■ 借入金等収入 … 学校債の発行や銀行等からの借入金による収入 

■ 前受金収入 … 翌年度入学の生徒にかかる学生生徒等納付金収入やその他の前

受による収入 

■ その他の収入 … 各種特定資産からの繰入収入や貸付金回収収入、預り金等 

■ 資金収入調整勘定 … 当年度の諸活動に対する収入ではあるが、実際の資金の

収入が前年度以前にあったものまたは翌年度以降になるもの 

■ 人件費支出 … 教職員(アルバイト等含む）に支給する本俸、期末手当、その他

手当および専任教職員の退職金財団掛金等 

■ 教育研究経費支出 … 教育研究のために要する消耗品費、光熱水費、旅費交通

費、 奨学費等の経費  

■ 管理経費支出 … 教育研究経費以外の消耗品費、光熱水費、旅費交通費、広告

費等の経費 

■ 借入金等利息支出 … 借入金等の利息の返済にかかる支出 

■ 借入金等返済支出 … 借入金等の元金の返済にかかる支出 

■ 施設関係支出 … 資産運用の目的で取得するものを除く、土地・建物等の取得

にかかる支出 

■ 設備関係支出 … 機器備品、図書等の取得にかかる支出  

■ 資産運用支出 … 各種特定資産への繰入支出、有価証券の取得にかかる支出 

■ その他の支出 … 貸付金、仮払金等の上記支出以外の支出 

■ 予備費 … 予算化されていない突発的な事象に対応するための経費 

■ 資金支出調整勘定 … 当年度の諸活動に対する支出ではあるが、実際の資金の

支出が前年度以前にあったものまたは翌年度以降になるもの 

 

 ＜事業活動収支＞ 

■ 学生生徒等納付金 … 資金収支に同じ 

■ 手数料 … 資金収支に同じ 

■ 寄付金 … 資金収支に現物寄付を加えた額（施設設備に係る寄付金・現 物寄付

を除く） 

■ 経常費等補助金 … 施設設備補助金以外の補助金 

■ 付随事業収入 … 学校法人の補助活動事業、附属事業および受託事業などから

の収入  

■ 雑収入 … 資金収支に同じ  

■ 受取利息・配当金収入 … 資金収支に同じ  

■ その他の教育活動外収入 … 収益事業などからの収入  

■ 資産売却差額 … 資産売却収入が、当該資産の帳簿残高を超えた場合、その超

過額 



■ その他の特別収入 … 施設設備に係る寄付金・現物寄付、施設設備補助金及び

過年度修正額（前年度以前の収入または支出の修正額で当年度の収入となるも

の）などによる収入  

■ 事業活動収入 … 学校法人に帰属する負債とならない全ての収入 

■ 基本金組入額 … 第１号から第４号までの基本金の組入額の合計 

■ 人件費 … 資金収支の人件費支出から退職金支出を除き、退職給与引当金繰入

額を加えた額  

■ 教育研究経費 … 資金収支の教育研究経費支出に減価償却額を加えた額  

■ 管理経費 … 資金収支の管理経費支出に減価償却額を加えた額  

■ 減価償却額 … 教育研究経費、管理経費共通の科目であり固定資産の当年度 の

減価償却額の合計  

■ 借入金等利息 … 資金収支に同じ  

■ 資産処分差額 … 資産を売却したその代価が帳簿残高を下回った場合、その差 

額や資産を除却した際の除却額  

■ その他の特別支出 … 災害損失や過年度修正額（前年度以前の収入または支出

の修 正額で当年度の支出となるもの）などによる支出  

■ 予備費 … 資金収支に同じ  

■ 事業活動支出 … 上記支出の合計額  

■ 事業活動収支差額 … 事業活動収入から事業活動支出を差し引いたもの 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



－学校法人会計と企業会計の違いについて－ 

 

◎ 企業の場合、利潤の獲得を主な事業目的としているが、学校法人の場合は教育研究活  

動を主たる目的としている。  

◎ 貸借対照表は、資産と負債等のバランスを表すものである点や、資金収支計算書とキ  

ャッシュフロー計算書は､資金の流入・流出の額を計算するものである点で似ている。  

事業活動収支計算書は、収入と支出から経営状態を表すという点においては損益計算書と

似 ている。利益や損失が発生したかを表す損益計算書に対し､事業活動収支計算書は、教

育研究活動を永続させるための収支バランスを測るものとなっている。  

損益計算書の損益と消費収支計算書の消費収支差額とでは基本金という概念が学校法  

人にはあるため異なる。学校法人は、教育研究活動を目的としており、利潤追求が目的  

でないため。 


